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１ 公募の趣旨 

村上市では、「村上市高齢者保健福祉計画・第７期介護保険事業計画」（平成３０年度

～平成３２年度）に基づき、地域包括ケアシステムの構築に向け、住み慣れた地域で生

活が継続できるよう、地域密着型サービスについて計画的な整備を行います。 

本公募は、平成３１年度に開設する認知症対応型共同生活介護について、より質の高

い地域密着型サービス等の確保のため、事前協議事業者を選定するものです。 

 

２ 公募する日常生活圏域別の地域密着型サービス等の種類 

(1) 種 類  認知症対応型共同生活介護（介護予防を含む。） 

（介護保険法第８条第 19 項によるもの） 

(2) 整備年度及び整備数 

  平成３１年度 ２ユニット（１ユニットの定員９人） 

※ １ユニット（定員９人）のみの整備及び既存の認知症対応型共同生活介護の 

増設整備も可とします。 

(3) 対象圏域  市内全域 

 

３ 応募事業者の要件 

(1) 応募できる事業者は、法人格を有し、村上市内に事業所を開設していること。（事

業内容は問わない） 

(2) 施設を整備する用地については、整備法人が自ら所有すること、取得が見込まれ

ること、又は賃貸借契約の締結が確実であることが必要です。(※１) 

なお、事業の継続性を担保するため、賃貸借契約の期間は長期間（10 年以上）に渡

るものとします。 

(3) 介護保険法第 78 条の２第４項各号及び同条第６項並びに第 115 条の 12 第２項各

号及び同条第４項の規定に該当しないこと。 

(4) 確実な事業運営を行うため、事業に対する知識及び十分な資力を有していること。 

 

４ 整備及び開設時期 

 本整備ついては、平成３１年度中（平成３２年３月 31 日まで）に工事着工し、開設

するものとします。 

 

５ 施設整備及び運営に関する基本的事項 

施設の整備、運営に際しては、次の(1)～(2)を遵守してください。 

(1) 施設整備・運営に関する基本条件  

① 関係機関、関係部署への確認を必ず行うこと。 

② バリアフリーに配慮したものとすること。 

③ 運営に関して介護報酬及び利用者の自己負担金による自主運営とすること

（運営に関して市からの補助金はありません。）。 

④ 事業者自らによる新築、増築、改修により新たな介護施設を整備すること。 

⑤ 老人福祉法上の届出を別途行うこと。 
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⑥ 次の設備を備えていること。 

 ア.自動火災報知設備（熱感知機・煙感知機・炎感知機・防爆型機器等）  

イ.消防機関へ通報する火災報知設備の防火設備を備えていること。 

ウ.スプリンクラー設備 

⑦ 利用者負担を軽減する配慮をすること 

 (2) 整備・運営にあたり遵守すべき法令等 

① 社会福祉法 

② 老人福祉法 

③ 介護保険法 

④ 建築基準法 

⑤ 消防法 

⑥ 新潟県福祉のまちづくり条例 

⑦ 村上市指定地域密着型サ－ビスの事業の人員、設備及び運営に関する基準を

定める条例 

⑧ 村上市指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営に関す

る基準を定める条例 

⑨ 指定地域密着型サービスに要する費用の額の算定に関する基準 

⑩ 指定地域密着型介護予防サービスに要する費用の額の算定に関する基準 

⑪ 村上市景観条例 

⑫ 村上市暴力団排除条例 

⑬ その他関係法令等 

 

６ 補助制度 

今回の公募により、事前協議事業者として選定された事業者が行う施設整備及び開設

に対して、国または県の補助金を財源として、市から補助金を交付する予定ですが、現

時点では、平成３１年度の国、県の補助制度は未定です。 

なお、国または県の補助金の交付を受けて施設整備事業を行う場合、一般競争入札に

付するなど、市が行う契約手続きの取り扱いに準じていただくほか、補助金の交付内示

後工事着工するなど、一定の要件及び手続きが必要になります。 

また、施設整備に係る市の補助金や国、県の補助金に対しての上乗せ等の補助、事業

運営に対する補助はありません。 

資金計画表等については、補助金を見込まずに作成してください。 

 

７ 事業者の決定方法 

(1) 審査方法 

① 審査は、書類審査とヒアリング審査を行います。 

② 書類審査では、提出書類により応募意思の確認、資格審査及び事業に対する

考え方を審査します。ヒアリングでは、本事業に対する考え方、計画内容等を

総合的に審査します。 

③ 市が必要と認める場合は、設置済みの施設及び計画予定地等の実地調査を実
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施することがあります。 

④ 審査の結果、事前協議事業者をなしとする場合があります。 

(2) 審査項目、審査基準 

   ① 審査項目は表２のとおりです。 

留意事項については、別途ありますので、応募を予定されている方は、介護

保険室にお申し込みください。 

   ② 専門性を生かした地域貢献を行うなど、地域と交流・連携する事業者を高く

評価します。 
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（表２） 

１ 経営理念について 

２ 自己評価・外部評価及び情報公表の考え方 

３ 利用者への説明責任について 

４ 法令遵守の考え方 

５ 運営実績・経験について 

６ 安全・衛生について 

７ 虐待防止対策や人権擁護・尊厳尊重について 

８ 苦情処理・解決体制について 

９ 市民雇用・市内事業者の物品購入について 

10 人材育成について 

11 利用者サービスについて 

12 地域との交流・連携について 

13 家族との連携について 

14 医療機関や介護保険施設との連携について 

15 行政との連携について 

16 事業計画について 

17 本提案について配慮した点などについて 

18 補助金の希望の有無・補助金利用時の利用者への還元について 

19 法人の運営の安定性 

20 事業の安定度 

21 建設予定地 

22 設備基準・人員基準 

(3) 事前協議事業者の決定方法 

   事業予定者の決定は、村上市地域密着型サービス等事業所事前協議事業者選定委

員会の審査に基づき、市長が決定します。応募がなかった場合及び事前協議事業者

が決定しなかった場合は、再度募集します。 

 

(4) 審査結果の通知 

審査の結果は、全ての事前申出者（応募申込者）へ文書で通知します。（電話等の

問合せには応じません。） 

(5) 決定事業者の公表 

   決定した事前協議事業者名は公表いたしますが、決定した事前協議事業者名以外

は公表いたしません。 

 

８ 公募手続 

本公募への申込を希望する事業者は、次により応募書類を提出してください。市にこ

れらの書類を提出した事業者を事前申出者（応募申込者）とします。 

 



5  

(1) 応募期間 

平成 30 年９月３日（月）～10 月 15 日（月）午前９時から午後５時まで 

 （土曜・日曜・祝日は除きます。） 

※ 提出に際しては、事前に電話予約のうえご来庁願います。郵送による書類は、

受け付けません。 

(2) 提出場所  

村上市三之町１番１号 介護高齢課 介護保険室（市役所３階） 

   電話 0254－53－2111（内線 3410） 

      0254－75－8936（直通） 

(3) 応募書類一覧 

   下記の書類が必要となります。様式は、村上市のホームページからダウンロードで

きます。 

事前申し出に関する書類                         （表３） 

 提出書類 様 式 記入上の注意等 

１ 事前申出書   様式第１号  

２ 提出書類一覧 様式第２号  

３ 定款または寄付行為 － 最新のもの 

４ 事業経歴 様式第３号  

５ 誓約書 様式第４号  

６ 役員構成 様式第５号  

７ 従事職員の概要（予定） 様式第６号  

８ 事業計画提案書 様式第７号 
事業運営内容に関して、項目毎に提案し

てください。 

９ 事業日程  様式第８号 

設計期間、建築手続に要する期間、建築

工事期間、介護保険法の事業者指定申請

等関連法令手続に要する期間、研修期間

等を記載してください。 

10 資金計画表 様式第９号 補助金は見込まないこと。 

11 収支シミュレーション 様式第 10 号 
補助金は見込まないこと。 

開設後３年間のシミュレーション。 

12 借入金償還計画表 様式第 11 号 資金計画表に基づくこと。 

13 
整備予定地等の案内

図・周辺地図 
様式任意 

 

14 平面図 様式任意 

1/100 で作成。Ａ３版可。 

室別面積を記載のこと。 

改築・改修の場合は、現在の図面と計画

図面。 

15 意向確認書 様式第 12 号 
新規開設の事業所のみ提出してくださ

い。 
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※事前申し出に関する書類（表３）の提出部数は、正本１部のほか、副本６部（意向確認

書は除く） 

法人の概要に関する書類                          （表４） 

 提出書類   

16 法人登記簿謄本 写し 正本・副本各１部  

17 
法人の定款 

または寄付行為 
写し 正本・副本各１部  

18 給与規定 写し 正本・副本各１部  

19 就業規定 写し 正本・副本各１部  

20 収支予算 写し 正本・副本各１部  

21 決算報告書 写し 正本・副本各１部  

22 過去の指導検査結果 写し 正本・副本各１部  

 (4) 作成上の注意 

① パンフレット等を除き書類は原則として全てＡ４版で作成してください。（両

面印刷不可。全て片面印刷としてください。） 

② 提出書類は、縦型フラットファイル等に左穴あけ綴じとしてください。 

③ 縦型フラットファイル等の表紙にサービスの種類及び申請者名を記載してく

ださい。 

④ 各書類の間に白紙を挟み、これに書類名（上記(3)の提出書類）のインデック

ス（事前申出書、事業計画提案書・・・と表示。番号表示不可）を付して提出

してください。 

⑤ 事前申出に関する書類と、法人概要に関する書類は、別ファイルで作成して

ください。 

 

    

 

              

               

               

  

 

 

 

 

左側で綴じる 

整備年度 

サービスの種

類 

申請者名 

（注）：整備年度については、平成

31 年度となります。 
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(5) 応募書類の変更 

10 月 15 日（月）の締切日以降、事業者の都合による計画の変更や書類の差替えは

一切認めません。 

また、市が必要と判断した場合は、追加資料を求める場合があります。 

(6) 費用の負担 

   本応募における費用、資料提出にかかる費用については、事前申出者（応募申込者）

の負担となります。 

(7) 資料の取扱い 

市が提供する資料は、応募に係る検討以外の目的での使用を禁じます。また、この

検討の目的の範囲内であっても、市の了承を得ることなく、第三者に対して、これを

使用させること、または内容を提示することを禁じます。 

 

９ 質疑及び回答 

(1) 質問の方法 

   この要項に関する質問につきましては、ＦＡＸまたはメールにより提出してくださ

い。口頭での質問には応じません。 

なお、送信後は、受信確認のため、担当あてに電話確認をお願いします。 

【送付先及び電話確認先】 

   ＦＡＸ   0254－53－3840（代表） 

   Ｅ‐mail   kaigo@city.murakami.lg.jp 

   ＴＥＬ   0254－53－2111（内線 3410） 

         0254－75－8936（直通） 

         村上市介護高齢課（介護保険室） 

(2) 受付期間   

平成 30 年９月３日（月）～10 月 15 日（月）午後５時までに受信したもの。 

(3) 質問書の記載について 

① 質問書は、質問事項１件ごとに作成してください。（１通の質問書に複数の質

問事項を記載しないようにして下さい。） 

② 質問書到着後、質疑内容に関し確認をさせていただく場合がありますので、

市あてに提出した質問書の控えを保管しておいてください。 

(4) 質問に対する回答 

受付期間中に受付けた質問については質疑回答書を作成し、随時回答しますが、

必要があると判断した場合、質問内容と回答を他の応募申込者へ公表することがあ

ります。（質問者名は公表しません） 

質疑回答書は、公募要項と一体のものとして、要項と同等の効力を有するものと

します。 

mailto:kaigo@city.murakami.lg.jp
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10 サービス開始までの基本的な流れ（予定） 

（表５） 

時  期 内      容 

１ 平成 30 年 10 月 15 日まで 事前申出書の提出 

２ 平成 30 年 11 月中旬～下旬 

村上市地域密着型サービス等事業所事

前協議事業者選定委員会（プロポーザ

ル） 

３ 平成 30 年 11 月下旬 審査結果(事前申出事業者決定)通知 

４ 平成 30 年 12 月上旬 設置計画事前協議書の提出 

５ 平成 30 年 12 月中旬 当該計画に係る地域住民説明会 

６ 平成 31 年 1 月上旬 
地域密着型サービス運営委員会にて事

前協議書の協議 

７ 平成 31 年 1 月下旬 事前協議書の採択 

８ 平成 31 年 1 月下旬 事前協議書の採択通知 

９  事業所建設に係る申請、届出等の提出 

10 平成 31 年補助金の内示以降 事業所建設工事等 

11 
事業開始希望月の前々月の月末ま

で 
介護保険法に基づく指定申請書の提出 

12 ↓ 指定通知、指定事業者告示 

13 平成 32 年３月 31 日まで サービス開始 

なお、補助金については未定ですが、内示の時期は各年８月頃と想定しています。 

 

11 その他 

(1) 事前協議事業者の決定は、介護保険法による指定を確定したものではありません。

指定基準等を満たしていないときは、指定を行いません。 

(2) 事前協議事業者は、事前協議書の採択が決定後、事業所の整備を始めることがで

きます。 

(3) 当該事業所の利用者は、原則村上市民に限定いたします。 

(4) 提出書類は、理由の如何を問わず返却いたしません。 

 

（問い合わせ先） 

 〒958-8501 村上市三之町１番１号 

 村上市介護高齢課 介護保険室 

 ＴＥＬ 0254－53－2111（内線 3410） 

     0254－75－8936（直通） 

 E-mail  kaigo@city.murakami.lg.jp 


